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総 説

乳幼児身体発育調査と幼児健康度調査
―私見を交えての年次推移観察―

加藤 則子

要 旨

わが国においては，1940年以降，乳幼児の発育に
関する全国調査が 10年に一度の間隔で行われており，
このような定期的な実施は国際的にもまれである。
1980年からは，幼児の健康度（発達，生活，健康等）
に関する調査が日本小児保健協会主導で，発育調査の
対象のうち，1歳以上の児に関して発育調査と同日に
行われるようになった。当初 2020年に予定されてい
た調査は，新型コロナウイルス感染拡大の影響で，幼
児健康度調査は 2021年 web調査によって行われ，乳
幼児身体発育調査は 2023年に行われた。調査結果の
推移からは，さまざまな背景が推測される。かつてな
い低出生率にある現在，子どもの発育発達，健康，生
活，育児環境等は，より一層強力にモニタリングされ
るべきである。

乳幼児身体発育調査と幼児健康度調査

わが国においては，乳幼児の発育に関する全国調査
が，1960年に厚生省（当時）に行われ，その後 10年
に一度の間隔で 2010年まで，そしてその 13年後の
2023年に至るまで計 7回行われている。それ以前に
も，1940年と 1950年には研究費による全国調査が行
われた。世界的に良く知られている英国発育値や米国
CDCの発育値が，30年～40年程度の間隔で更新され

ているのに比して，約 10年に一度の全国モニタリン
グのデータは貴重である。

1980年における乳幼児身体発育調査においては，同
時に，幼児の健康度（発達，生活，健康等）に関する
調査が日本小児保健協会主導で，発育調査の対象のう
ち，1歳以上の児に関して行われ，その後も 2010年
まで，身体発育調査と同時に調査が行われてきた。2021
年には，乳幼児身体発育調査とは別個に独自に幼児健
康度調査が行われた。本稿では，この二つの調査結果
の年次推移をみつつ，わが国の子どもの体格や健康状
態がどのように変わってきているかについて私見を交
えつつ考察を試みる。
表 1に，各年次の乳幼児身体発育調査について，調
査年，調査主体，調査客体数，回収数（回収率），集
計対象数を示す１～８）。当初 2020年に行う予定であった
発育調査は，新型コロナウイルス感染拡大の影響で
2023年に延期された。行政調査となってからは，無
作為に抽出された国勢調査の地区に住む乳幼児が客体
となったが，1980年以降は，全国医療機関ファイル
から抽出された産科病棟を有する病院での病院調査も
併用されることとなった。表 1には，同時に実施さ
れた幼児健康度調査の回収数についても記載されてい
る。幼児健康度調査９）に関しては，2021年に，乳幼児
身体発育調査の実施を待たずに，調査票の QRコード
を提示したチラシを作成することにより，独自の web
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表 1　乳幼児身体発育調査の変遷

公表年 調査年 調査主体 客体数 回収数 回収
割合

集計
対象数

幼児健康度
調査回収数

1930 年 18 文献からの
メタアナリシス

（東大小児科　
栗山・吉永値）

乳児 7255 ～ 8667
幼児 12665 ～ 14266
計測項目間で差異

1949 年 1940 年 日本学術振興会
（斎藤・清水値）

乳幼児 20681
新生児 3985

1953 年 1950 年 文部省科学研究費
（斎藤・船川値）

乳幼児 16459

1961 年 1960 年 厚生省 16844 16500 97.9% 15823
1971 年 1970 年 厚生省 17432 16839 96.6% 16489
1981 年 1980 年 厚生省 一般調査 21515 20575 95.6% 20121 15045

病院調査103病院 4287（103病院）  3886
1991 年 1990 年 厚生省 一般調査 13743 12486 90.9% 12484  9500

病院調査133病院 4142（133病院）  4137
2001 年 2000 年 厚生省 一般調査 12312 10021 81.4% 10021  7364

病院調査146病院 4094（136病院）  4094
2011 年 2010 年 厚生労働省 一般調査 10880 7652 70.3%  7652  5352

病院調査150病院 4774（146病院）  4774
2024 年 2023 年 こども家庭庁 一般調査 11190 6892 61.6%  6892 25262

病院調査150病院 4306（148病院）  4302

表 2　2021 年度幼児健康度調査の対象者等
調査対象 協力者 方法 回収数

市区町村の乳幼児健康診査に来場した保護者 自治体 ポスター掲示，チラシ留め置き・配布 2,609 人
園児保護者 保育・教育施設の協議会等 ポスター掲示，チラシ留め置き・配布 17,269 人
オンライン調査会社の登録モニター 調査業者 登録モニターへのメール送信等 5,077 人
育児情報サイト利用者 サイト運営業者 チラシのリンクを掲示 307 人

表3　令和6年度 こども家庭行政推進調査事業費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業）乳幼
児身体発育調査の統計学的解析及び乳幼児の発育・発達，栄養状態の評価に関する研究構成メンバー

研究代表者
横山徹爾 国立保健医療科学院　生涯健康研究部　部長

研究分担者（第 1グループ・乳幼児身体発育調査）
盛一享德 国立研究開発法人国立成育医療研究センター研究所 小児慢性特定疾病情報室室長
森崎菜穂 国立研究開発法人国立成育医療研究センター　社会医学研究部部長
磯島 豪 国家公務員共済組合連合会虎の門病院　小児科部長
杉浦至郎 あいち小児保健医療総合センター　保健センター保健室室長
加藤則子 十文字学園女子大学　教職課程センター特別任用教授
清野富久江 国立保健医療科学院　生涯健康研究部上席主任研究官

研究協力者（令和 5年乳幼児身体発育値作成に直接関与）
Aurelie Piedvache 国立研究開発法人国立成育医療研究センター　社会医学研究部専門職
森口　駿 国家公務員共済組合連合会虎の門病院　小児科医員

調査が行われた１０）。対象等の詳細は表 2に示すとおり
である。調査対象は 1歳から 6歳までの子を持つ親で，
一番下の子に関して答えてもらった。
表 3，4に示すのは，直近の乳幼児身体発育調査と

幼児健康度調査に関して，調査の企画や集計等に関
わったメンバーである。

乳幼児身体発育値の推移

日本全国の代表性をもつデータから作成された
1940年調査以降の発育値（公表された平均値）に関
して，年次推移を観察する。2023年 4月に，母子健
康手帳から，胸囲と 3歳以降の頭囲の記載欄が削除さ
れたことに連動して，2023年調査においては，胸囲
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図 1

図 2

表 4　日本小児保健協会 幼児健康度調査委員会（2021
年当時）

委員長
松浦賢長 福岡県立大学看護学部教授

副委員長
原田直樹 福岡県立大学看護学部准教授

委員
近藤洋子 玉川大学教育学部教授
堤ちはる 相模女子大学栄養科学部教授
阿部百合子 日本大学医学部准教授
大屋晴子 昭和大学保健医療学部教授
安藤朗子 日本女子大学家政学部教授
加藤則子 十文字学園女子大学教育人文学部教授
衞藤 隆 東京大学名誉教授

担当理事
柳川敏彦 和歌山県立医科大学保健看護学部教授
高橋 勉 秋田大学医学部教授

と 3歳以降の頭囲は計測されていない。
0歳から 6歳までは，年齢による発育値の増加が大
きく，年次推移による発育値の変化がそれに対してさ
ほど大きくない関係になっている。例えば，男子体重
で 0歳から 6歳まで 17kg程度増加するのに対し，6
歳における年次推移幅は 3kg程度である。したがっ
て，次のような増加割合を算出すると年月齢別に計測
値が大きく変わることの影響が低められ，年次推移の
状況が把握しやすいと考えられる。
（2023年の平均値－1940年の平均値）/1940年の平
均値×100（％）
このように算出された増加割合について，年月齢別
の例数分布で調整した値の年次推移を示したのが図 1
である。各項目において，1970年まで明瞭な増加が
みられるのに対し，1970年以降増加が鈍るか，減少

に転じるかしている。図 2に示すような，人口動態
統計１１）による全国出生体重平均の推移と類似した部分
も見られるが，詳細については不明である。
第二次世界大戦をはさんだ 1940年から 1950年にか

けて，身長の平均値が減少している。図示はしないが，
年月齢別には 2歳以降の年齢にて減少が明瞭である。
戦争を挟んで，乳幼児の栄養状態が低下したのみなら
ず，子どもが多くの社会心理的なストレスにさらされ
たことが原因と考えられる。身長発育に関しては，栄
養のほか，社会心理的な要因も影響が大きい１２～１４）こと
が指摘されている。
頭囲は 1970年まで増加し，その後 1970年から 1980

年までの間に明瞭な減少が見られる。これは，計測方
法の変化を背景としたものである。頭囲については，
かつては後頭結節から前額の突出部を通して計測する
ことが習慣であった１５）が，1980年の発育調査において
は，前方では前額の突出部ではなく，眉間を通して計
測することが徹底された１６）。眉間を通して計測した値
は，前額突出部を通して計測した値よりも小さいこと
が分かっている１７）。
原因背景が特定できない面があるものの，10年に
一度の継続観察によって，身体発育値の経年的な変化
が明らかになっている。JMタナーが Growth as a
mirror of the condition of society１８）と論じているよう
に，発育の変化を把握することは重要であり，継続的
なモニタリングが必要である。

幼児健康度調査と「健やか親子 21」

幼児健康度調査は，子どもの発達・生活・健康およ
び子どもの育つ環境等を明らかにするために，1980
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図 3 言語発達の年次推移

年以来約 10年に 1回継続的に行われている。幼児健
康度調査は「健やか親子 21」とも密接な関係を持つ。
「健やか親子 21」は，20世紀の母子保健の取り組み成
果を踏まえ，関係者，関係機関・団体が一体となって
母子保健に関する取組を推進する国民運動計画で，
2001年に始まった。2013年の最終評価を経て 2014年
には「健やか親子 21（第 2次）」が開始され，成育過
程にある者およびその保護者並びに妊産婦に対し必要
な成育医療等を切れ目なく提供するための施策の総合
的な推進に関する法律（成育基本法）が 2018年に制
定されたことに伴って，成育医療等基本方針に基づく
評価指標および計画策定に移行していった。

21世紀初頭に「健やか親子 21」が発足するにあたっ
て，国民運動計画の効果をモニターしていくための指
標が定められた。その際，評価のためのベースライン
となるデータが得られるということが，指標とするう
えで重要であったため，2000年における全国調査の
結果値が得られる幼児健康度調査項目が多く指標とし
て取り上げられた。
このような経緯から，幼児健康度調査における結果
数値の推移を紹介するにあたって，「健やか親子 21」
中間報告１９）「健やか親子 21」第 2回中間報告２０）「健やか
親子 21」最終報告２１）「健やか親子 21（第 2次）」中間
報告２２），そして「健やか親子 21（第 2次）」の総括に
当たる報告２３）に公表された評価結果も併せて紹介する
こととした。
幼児健康度調査結果は，1980年から 2010年までは，

年齢区分ごとに集計されているが９），2021年調査につ
いては，年度末報告書において，年月齢別の集計がな

されていないため１０），年次推移を図示する場合，2021
年調査結果は，全年齢を合わせた値として図において
は，薄紫色の円形として示した。年齢別の集計結果が
論文化されている項目に関しては２４），年齢区分別に
2021年調査までの推移を示すことが出来た。項目に
よっては調査されなかった年次もあるが，各図の間の
整合性も考えて，横軸は一律に 1980年から 2010年ま
でとした。

子どもの発達と生活

言語発達に関しては，乳幼児身体発育調査でも，意
味のある言葉を話すようになった時期が 1990年以降
調べられており，図 3の通過率曲線を見ると，約 30
年間の間に遅くなっているのが分かる。半分の子ども
が意味のある言葉を話す時期が 1990年で生後 11か月
頃，2023年で生後 13か月頃と，遅くなっているのが
分かる。幼児健康度調査では，1歳から 1歳半までの
間の子どもで，「大人の発音をまねる」という回答の
あった割合が，1980年から 2010年までは 80%台で
あったのが，2021年では 70％台と低下しており，1
歳頃の言語発達の遅れ傾向が同様に見られたが，一方，
4歳児への質問項目で「経験を話す」に関しては，2021
年にかけて特に遅れは見られていない（図 3）。初語
を発する年齢では一時的に遅れがみられるが，4歳頃
までには追い付いているという風に解釈することもで
きる。スクリーンタイムの影響にも関心がもたれるが，
メディアの視聴開始の時期が中央値で 9か月２５）あるい
は平均値で 1.3歳２６）等と報告されており，始語との関
連を検討するのは容易ではない事が推測される。
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図 4 スクリーンタイムの推移

図 5　生活リズムの推移

幼児健康度調査において，1日 3時間以上テレビ・
ビデオを視聴する割合の推移を図 4にしめす。その
割合は 2000年が最も多く，その後減少している。2021
年の調査では，テレビ・DVDとスマホに分けて，そ
して，休日と平日に分けて聞いている。テレビ・DVD
の方がスマホより，そして休日の方が平日より，3時
間以上の視聴割合が大きいことが分かる。スクリーン
タイムが幼児の発達に悪影響を及ぼすことに関しては，
きわめて多くの報告があり２７～３０），わが国においては，
「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調
査）」の結果にも，同様のことが報告されている３１～３３）。
スクリーンタイムは子どもの生活リズムに影響を及
ぼすと言われている３４）。夜 10時以降に寝る子どもの
割合は，幼児健康度調査において，2000年まで増加
し，その後減少に転じている。朝食を毎日とる割合は，
2000年から 2010年にかけて増加している（図 5）。
朝食欠食割合は「健やか親子 21」「健やか親子 21（第
2次）」の指標として取り上げられている。「健やか親
子 21」では，国民健康・栄養調査３５）における小児の朝
食欠食割合の推移で評価しようとされたが，動向が一
貫せず，評価できないとされた。「健やか親子 21（第

2次）」では，全国学力・学習状況調査結果３６）が用いら
れ，中間評価で小学 6年生の朝食欠食割合が 15.2％
（2018年），総括報告での直近値が 14.2％となってお
り，「目標に達成しないが改善した」とされた。

保護者の状況

家庭環境は，子どもにとって最も近い環境というこ
とができる。その中で大きく変わったものの一つが昼
間の保育者である。1歳児では 1990年から 2010年ま
での 20年間で 7.8%減少し，5-6歳児では 36.0％減少
している（図 6）。2021年では，全年齢の合計で昼間
の保育者が母親である割合が 3割弱と減少している。
わが国において，女性は妊娠出産をすると一旦職を離
れて，子どもが成長したのちにまた職に就く事で，就
労割合が年齢に対してM字型のカーブを描くと言わ
れていた。しかしながら，妊娠出産後も仕事を続ける
母親が増えてM字の谷間が減り，ほとんど消失して
いるのが最近の状況である３７）。女性の就労についても，
待機児童解消等の対応だけでなく，性役割意識をはじ
めとした，女性のキャリア支援という観点も重要であ
ることが指摘されている３８）。
育児する上で，相談できる相手の存在は重要である。

幼児健康度調査で「誰か相談相手がいる」とした割合
は，2000年で 99.2％，2010年で 99.3％であり，「健
やか親子 21」のベースラインおよび最終評価値とし
て使われている。最終評価では，研究班での調査結果３９）

も併せて評価に用いられており，「不変」と評価され
た。幼児健康度調査において，日常的な相談相手（複
数回答）として「夫婦で相談」を選んだものは 6割か
ら 7割以上と多く，2010年には 8割まで増加してい
る。一方で，相談相手として「近所の人」を選ぶ場合
が明瞭に減少している（図 7）。育児に関する相談相
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図 6 昼間の主な保育者の推移

図 7 育児に関する相談相手の推移

図 8 母親の心身の調子の推移

手を情緒的支援と位置づけ，相談相手がいる場合に健
康状態がよいという関連を示した報告がある４０）。相談
相手など，地域とのつながりが重要で，孤立予防の必
要性４１）や地域とのつながりが少ない母親の特徴４２）など
の報告がある。また，専門的な助言が得られる相談相
手の重要性も強調されている４３）。
子育て中の親にとって心身の健康は重要である。幼
児健康度調査において「ゆっくりとしたきもちで過ご

せる時間のある母親」の割合は，2000年で 68.0％，2010
年で 75.0％であり，「健やか親子 21」のベースライン
および最終評価値として使われている。「健やか親子
21」の指標である「ゆったりとした気分で子どもと過
ごせる母親の割合」は，研究班３９）でも併せて調べられ，
推移の評価は「不変」とされた。同項目は「健やか親
子 21（第 2次）」の指標にもなっており，厚生労働省
（当時）母子保健課調査データをもとに，推移は「目
標に達していないが改善した」と評価された。幼児健
康度調査では「母親が心身ともに健康である割合」も
調べられており，6割から 7割程度の間を推移してい
る（図 8）。親の心身の健康状態は，子どもの年月齢
によっても変わり４４），また心身の健康に影響を及ぼす
要因についても報告されている４５，４６）。
子育てに自信が持てない悩みもよく聞く。子育てに

自信が持てないと答えた親は幼児健康度調査では
2000年に 27.4％，2010年に 23.0％（図 9）であり，「健
やか親子 21」の評価にも用いられた。研究班３９）のデー
タと合わせて，推移の評価は「不変」とされた。子育
てに関する自信を考察するにあたっては，その対極で
ある不安や負担等から接近されることが多い。それぞ
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図 9

図 10 子育てに困難を感じること

れの報告に自信・不安・負担等の概念の規定が工夫さ
れている４７～４９）。子育てに困難を感じると答えた親は，
幼児健康度調査で図 10のように 2000年から 2010年
にかけてわずかに減少している。2021年では問の内
容が「どのような場合に子育てがむずかしいと思いま
すか」のように変更となっている。育児困難に関して
は，育児困難感の尺度化が多く試みられており，育児
困難感の近接概念や，影響を及ぼす因子なども含めて
検討がされている５０～５２）。育児の自信や育児困難に関し
て，科学的な側面では，詳細に測定や既定をすること
も重要であるが，幼児健康度調査のような設問を用い
てのモニタリングも重要であると考える。
虐待しているのではと思うことがあると答えたもの
は幼児健康度調査において，2000年で 18.1％，2010
年で 10.7％で「健やか親子 21」の評価にも用いられ
た。研究班３９）のデータと合わせて，推移は「目標に達
していないが改善した」と評価された。「虐待してい
るのでは」という文言が 10年以上用いられ続けたの
を受けて，保護者の「虐待認識」をテーマとした研究
もされるようになった５３）。この設問の文言に関しては，
「健やか親子 21（第 2次）」では用語が変わり，体罰・
暴言・ネグレクト等によらない子育てをする者の割合

とされた。総括報告では，厚生労働省（当時）母子保
健課調査データをもとに，推移は「目標に達していな
いが改善した」と暫定評価された。2021年幼児健康
度調査では，この内容に相当する設問として，「子ど
もが良くないことをしたときどのように伝えますか」
としてあり，図 11に示すような結果となっている。
2019年 6月児童福祉法等改正法が成立し，しつけの
ために体罰を加えてはならないことが法定化された５４）。
体罰によらない子育ての考え方の普及が進められてい
る５５）。体罰等による不適切養育は小児心身症の原因の
一つと考えられ，体罰によって子どもの脳に器質的損
傷が起こる５６）ことや，不適切な言葉がけによる育児に
おいても，同様の変化が脳に起こる５７）ことが分かって
いる。
父親の育児は子育て家庭の健康度への影響が大きい。

幼児健康度調査では，「お父さんは育児を良くしてい
る」「お父さんはお母さんの精神的な支えになってい
る」と答えた割合が経年的に増加している（図 12）。
「健やか親子 21」では，指標「育児に参加する父親の
割合」に関して，幼児健康度調査の 2000年と 2010年
の値が用いられ，研究班の報告３９）と併せて，最終評価
が「目標に達していないが改善した」とされた。また
指標「子どもと一緒に遊ぶ父親の割合」に関して，幼
児健康度調査の 2000年と 2010年の値が用いられ，研
究班の報告３９）と併せて，最終評価が「目標に達してい
ないが改善した」とされた。「健やか親子 21（第 2次）」
総括報告では，「積極的に育児をしている割合」にお
いて，厚生労働省（当時）母子保健課調査によるデー
タで，「目標に到達しないが改善した」と暫定評価さ
れた。父親の育児関与に関しても，科学的な評価尺度
の開発が行われている５８）。また，内外 26編の論文レ
ビューから，父親の育児関与に関する父親自身と母親
の間での感じ方のちがいによっても，母親の負担感や
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図 11 しつけの方法に関する懸念

図 12 父親の育児関与

幸福感が変わってくるという知見が得られている５９）。
科学的には設問内容に詳細な検討が必要とされている
ものの，父親が協力的であるかといったような幼児健
康度調査にみられる設問によるモニタリングも，続け
ることが重要であると考える。
このほかにも，「健やか親子 21」もしくは「健やか
親子 21（第 2次）」と幼児健康度調査との両方で調べ
られている項目がある。「妊娠出産に関して満足して
いる」，「予防接種率」（BCG，三種混合（当時），麻
しん），「乳幼児健診への満足」，「この地域で子育てを
していたい」，「かかりつけ医がいる」などがそれであ
る。
わが国では出生率が未曽有の低下を示し，2023年
には政府は「異次元の少子化対策」を表明した。子ど
もの健康と生活に関してのモニタリングが，なお一層
強められる必要がある。末筆ながら，定期的な乳幼児
身体発育値更新は，日本小児保健協会発育委員会の不
断の努力なくしては成し得なったことを強調したい。
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